
リスク対応掛金を考慮した事業所減少時
一括拠出金の規定について

2020年3月16日 No.490

 今般、リスク対応掛金を設定している場合の事業所減少時一括拠

出金の規定について厚生労働省に照会した結果、規則第八十八条

の二第一項第２号又は第５号に記載の方法（※1）を採用している

のであれば、「純資産額」が「数理債務－特別掛金収入現価」を

下回る金額を算定基礎に含めてもよいことが確認されました。

※1.特別掛金に繰越不足金を加算した額を一括拠出金の算定基礎とする方法
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現行の算定方法

 事業所減少時一括拠出金の算定基礎には「特別掛金収入現価」だけでなく、規約に定

めることにより「繰越不足金」を含めることができます。（算定基礎は下図１①＋②＝50）

 リスク対応掛金を設定した場合、「純資産額」が「数理債務－特別掛金収入現価」を下

回った額の全部または一部が「リスク対応掛金収入現価」により相殺されるため、現在の

規約例（※2）に沿う形で規約を定めていると、当該額（下図２★＝20）が一括拠出金の

算定基礎に含まれないことになります。（算定基礎は下図２③＋④＝30）

※2.厚労省事務連絡「確定給付企業年金規約例」として、認可承認事務円滑化のため示されたもの

図１：リスク対応掛金設定前 図２：リスク対応掛金設定後（現状）
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 現行の算定方法（前記図２の取扱い）を継続する場合には、特段の手続きは不要です。

 今回、新たに確認された内容（上記図３・図４の取扱い）を検討し、採用する場合には、
規約変更の手続きが必要となります。（別紙「規約変更例」ご参照）

今後の対応について

以上
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新たに確認された算定方法

 今回の厚生労働省からの回答により、リスク対応掛金を設定しない場合に生じていたはず

の「不足金相当額」（下図３⑥の20）を、一括拠出金の算定基礎に含めてもよいことが確

認されました。（算定基礎は下図３⑤＋⑥＋⑦＝50）

 また、「別途積立金」を有する制度では、別途積立金を残して算定した「不足金相当額」

（下図４⑧の30）を用いてもよいとされました。（算定基礎は下図４⑧＋⑨＝50）

ただし、「別途積立金」を残したまま「不足金相当額」を算定基礎に含めることについては

減少事業所の理解が得にくい可能性も想定されるため、「別途積立金」相殺後の「不足

金相当額」を算定基礎とすることを推奨します。（算定基礎は下図４⑧＋⑨－⑩＝25）

（注）「リスク対応掛金収入現価」そのものを算定基礎とすることはできない点にご留意ください。

図４：変更案（別途積立金を有する場合）図３：変更案（別途積立金を有しない場合）
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規約変更例（規約型の場合）
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別紙１

一　減少実施事業所が減少しないとしたな
らば減少実施事業所の事業主が拠出するこ
ととなる特別掛金の額の予想額の現価

一　減少実施事業所が減少しないとしたな
らば減少実施事業所の事業主が拠出するこ
ととなる特別掛金の額の予想額の現価

二　減少実施事業所が減少する日の直前の
事業年度の末日（当該減少する日が直前の
事業年度の末日から起算して４月を経過す
る日までの間にある場合にあっては、当該
直前の事業年度の前事業年度の末日）にお
ける本制度の繰越不足金（規則第１１２条
第２項の規定により当該事業年度に繰り越
された不足金をいう。）の額に前号の特別
掛金の予想額の現価を本制度の特別掛金の
予想額の現価で除して得た率を乗じて得た
額

二　減少実施事業所が減少する日の直前の
事業年度の末日（当該減少する日が直前の
事業年度の末日から起算して４月を経過す
る日までの間にある場合にあっては、当該
直前の事業年度の前事業年度の末日）にお
いて本制度の特別掛金の予想額の現価及
び規則第４７条に定める特例掛金の予想
額の現価並びに積立金の額（｛時価で評
価した額から別途積立金を控除して得た
額；時価で評価した額｝とする。）を合
算した額が数理債務の額を下回る額に前
号の特別掛金の予想額の現価を本制度の
特別掛金の予想額の現価で除して得た率
を乗じて得た額

（実施事業所の減少に係る掛金の一括拠出）
〔第９４条〕本制度の実施事業所が減少する
場合（実施事業所の事業主が、分割又は事業
の譲渡により他の実施事業所の事業主以外の
事業主にその事業の全部又は一部を承継させ
る場合〔及び実施事業所に使用される加入者
数が、○○以上減少した場合〕を含む。）に
おいて、当該減少に伴い他の実施事業所の事
業主の掛金が増加することとなるときは、当
該減少に係る実施事業所（以下この条におい
て「減少実施事業所」という。）の事業主
は、当該増加する額に相当する額として次の
各号に掲げる額を合算した額を、掛金として
一括して拠出しなければならない。

２　前項の掛金は、減少実施事業所の事業主
が全額を負担する。

（実施事業所の減少に係る掛金の一括拠出）
〔第９４条〕本制度の実施事業所が減少する
場合（実施事業所の事業主が、分割又は事業
の譲渡により他の実施事業所の事業主以外の
事業主にその事業の全部又は一部を承継させ
る場合〔及び実施事業所に使用される加入者
数が、○○以上減少した場合〕を含む。）に
おいて、当該減少に伴い他の実施事業所の事
業主の掛金が増加することとなるときは、当
該減少に係る実施事業所（以下この条におい
て「減少実施事業所」という。）の事業主
は、当該増加する額に相当する額として次の
各号に掲げる額を合算した額を、掛金として
一括して拠出しなければならない。

２　前項の掛金は、減少実施事業所の事業主
が全額を負担する。

現行 変更例



規約変更例（基金型の場合）
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別紙２

一　減少実施事業所が減少しないとしたな
らば減少実施事業所の事業主が拠出するこ
ととなる特別掛金の額の予想額の現価

一　減少実施事業所が減少しないとしたな
らば減少実施事業所の事業主が拠出するこ
ととなる特別掛金の額の予想額の現価

二　減少実施事業所が減少する日の直前の
事業年度の末日（当該減少する日が直前の
事業年度の末日から起算して４月を経過す
る日までの間にある場合にあっては、当該
直前の事業年度の前事業年度の末日）にお
けるこの基金の繰越不足金（規則第１１２
条第２項の規定により当該事業年度に繰り
越された不足金をいう。）の額に前号の特
別掛金の予想額の現価をこの基金の特別掛
金の予想額の現価で除して得た率を乗じて
得た額

二　減少実施事業所が減少する日の直前の
事業年度の末日（当該減少する日が直前の
事業年度の末日から起算して４月を経過す
る日までの間にある場合にあっては、当該
直前の事業年度の前事業年度の末日）にお
いてこの基金の特別掛金の予想額の現価
及び規則第４７条に定める特例掛金の予
想額の現価並びに積立金の額（｛時価で
評価した額から別途積立金を控除して得
た額；時価で評価した額｝とする。）を
合算した額が数理債務の額を下回る額に
前号の特別掛金の予想額の現価をこの基
金の特別掛金の予想額の現価で除して得
た率を乗じて得た額

（実施事業所の減少に係る掛金の一括拠出）
〔第１３１条〕この基金の実施事業所が減少
する場合（実施事業所の事業主が、分割又は
事業の譲渡により他の実施事業所の事業主以
外の事業主にその事業の全部又は一部を承継
させる場合〔及び実施事業所に使用される加
入者数が、○○以上減少した場合〕を含
む。）において、当該減少に伴い他の実施事
業所の事業主の掛金が増加することとなると
きは、当該減少に係る実施事業所（以下この
条において「減少実施事業所」という。）の
事業主は、当該増加する額に相当する額とし
て次の各号に掲げる額を合算した額を、掛金
として一括して拠出しなければならない。

（実施事業所の減少に係る掛金の一括拠出）
〔第１３１条〕この基金の実施事業所が減少
する場合（実施事業所の事業主が、分割又は
事業の譲渡により他の実施事業所の事業主以
外の事業主にその事業の全部又は一部を承継
させる場合〔及び実施事業所に使用される加
入者数が、○○以上減少した場合〕を含
む。）において、当該減少に伴い他の実施事
業所の事業主の掛金が増加することとなると
きは、当該減少に係る実施事業所（以下この
条において「減少実施事業所」という。）の
事業主は、当該増加する額に相当する額とし
て次の各号に掲げる額を合算した額を、掛金
として一括して拠出しなければならない。

２　前項の掛金は、減少実施事業所の事業主
が全額を負担する。

２　前項の掛金は、減少実施事業所の事業主
が全額を負担する。

現行 変更例


